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川崎市健康福祉局社会福祉法人指導監査実施要綱 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、川崎市健康福祉局所管の社会福祉法人（以下「法人」という。）を対象に実施す

る指導監査について、必要な事項を定める。 

（指導監査の方針等） 

第２条 指導監査は、社会福祉法、関係法令、法人に関して国から発出される指導監査実施要綱及び

指導監査ガイドライン等の通知（以下「関係法令等」という。）に基づき、法人の運営状況について

調査又は検査するとともに、必要な助言、指導を行うことにより、適正な法人運営と社会福祉事業

の健全な経営の確保を図るとともに、利用者保護に寄与し、川崎市における福祉サービスの向上を

図ることを目的に行う。 

２ 指導監査は、関係法令等と併せてこれまでの指導監査結果等を勘案して、重点的かつ効率的に実

施する。 

３ 指導監査を適切に実施するため、健康福祉局長は次に掲げる事項を定める。 

⑴ 指導監査における重点事項 

⑵ 年間指導監査実施計画 

（指導監査の体制） 

第３条 指導監査は、複数の指導監査担当職員により監査班を編成し、必要に応じて社会福祉施設及

び社会福祉事業等の所管課等の職員の協力を得て実施する。 

２ 監査班に班長を置き、班長には係長級以上の職員をもって充てる。 

（指導監査の種類） 

第４条 指導監査は、一般指導監査と特別指導監査とする。 

（一般指導監査） 

第５条 一般指導監査は、定期指導監査と随時指導監査とする。 

２ 定期指導監査については、第２条第３項第２号に規定する年間指導監査実施計画に基づき、原則

として次のとおり実施する。 

 ⑴ 法人本部の運営について関係法令等に照らし、特に大きな問題が認められない場合で、かつ、

当該法人が運営する施設など社会福祉事業等について、施設基準・運営費や報酬の請求等に特に

大きな問題が認められない場合は、法人の一般指導監査を別表 1の周期により、実地において行

うことができる。 
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 ⑵ 定期指導監査を行わない年にあっては、自主点検票による自主点検を促すことができる。 

３ 随時指導監査は、法人等の運営等に問題が発生した場合、通報、現況報告書の確認の結果等で問

題発生のおそれがあると認められる場合、第８条第１項第１号に規定する改善報告書における改善

の状況について検査、確認等を行う場合等において、随時に実施することができる。 

４ 定期指導監査は、概ね別表２に掲げる項目について実施する。 

５ 定期指導監査の実施にあたっては、事前に日時、場所、指導監査担当者等を法人の代表者に文書

で通知する。 

  なお、定期指導監査を効率的に実施するため、法人に対し事前に資料の提出を求めることができ

る。 

６ 定期指導監査を実地において行った場合は、実施場所等において、その結果について法人の代表

者に対し講評を行う。 

（一般指導監査の基準） 

第６条 一般指導監査における公平性を担保するため、着眼点、関係法令、指導内容及び指摘区分等

を内容とする指導監査基準（主眼事項及び着眼点）を別に定める。 

（特別指導監査） 

第７条 特別指導監査は、正当な理由がなく一般指導監査を拒否した場合、度重なる一般指導監査に

よっても是正指摘の改善が認められない場合、法人等の運営に重大な問題がある場合など、問題等

の内容に応じ実地において行う。 

（指導監査結果の通知等） 

第８条 指導監査の結果は、次の各号に掲げる区分にしたがって、法人等の代表者に文書で通知す

る。ただし、随時指導監査においては、この限りでない。 

⑴ 関係法令等に違反する場合（軽微なものを除く。）は、当該事項を文書指示事項とし、期限を定

めて改善報告書の提出を求める。 

⑵ 基準等に関する法令等に違反する場合で軽微なもの及び関係法令等以外の法令等に違反する場

合は、当該事項を口頭指示事項として文書により通知し、法人等の自主的な是正又は改善を指導

する。なお、改善報告書の提出は不要とする。 

２ 指導監査の結果については、法人が運営する社会福祉施設、社会福祉事業等を利用しようとする

者等への情報提供に努めるため、指導監査実施結果報告書の概要を健康福祉局のホームページに掲

載する。 
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（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、指導監査の実施に関し必要な事項は、健康福祉局長が定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この要綱の制定に伴い、川崎市健康福祉局所管社会福祉法人等指導監査実施要綱は廃止する。 

（施行期日） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
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別表１（第５条第２項第１号） 一般指導監査の周期 

適用要件 監査周期 

法人本部の運営等について、特に大きな問題が認められない

法人。 
３年に 1回を原則とする。 

会計監査人の監査や専門家の活用を図った場合におい

て、その結果等に基づき法人の財務状況の透明性・適

正性が確保されていると判断されるとき。 

活用状況に応じて以下の取扱いを適

用とする。 

会計監査人を置く法人 ５年に１回まで延長可能とする。 

公認会計士又は監査法人による社会福祉法に準

じた監査を実施する法人 
５年に１回まで延長可能とする。 

専門家による財務会計の支援を受けた法人 ４年に１回まで延長可能とする。 

苦情解決への取組が適切に行われており、以下のいず

れかの内容に積極的に取組み良質かつ適切な福祉サー

ビスを提供するよう努めていると判断するとき。 

・福祉サービス第三者評価事業の受審、公表。 

(ISO9001 認証取得施設も同様とする。) 

・地域社会に開かれた事業運営。 

・先駆的な社会貢献活動の取組。 

４年に１回まで延長可能とする。 

上記以外の法人 継続的な実施 
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別表２（第５条第４項） 一般指導監査項目 

対 象 項 目 

社会福祉法人 

⑴ 定款及び諸規程 

⑵ 理事長、理事、評議員 

⑶ 監事及び監事監査 

⑷ 理事会及び評議員会 

⑸ 社会福祉事業、公益事業、収益事業 

⑹ 人事管理 

⑺ 資産管理 

⑻ 会計・経理 

⑼ 契約 

⑽ 予算の編成・執行 

⑾ 決算 

⑿ その他 


